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住民が主体となった河川環境の保全・再生活動を活性化させるための政策的知見を得ることを目的に，

l級水系を対象として，活動の変遷，現状の活動有無に関する判別分析，活動が起こりやすい地域を明ら

かにするための活動ポテンシャルを評価した.特に，実用性に鑑み，既存統計資料を用いた活動ポテンシ

ヤル評価モデルの作成を行った この結果，小学校が近くにある場所で活動が起こりやすいこと，流域連

携が活動活性化に対して有効な手段であることが示された.特に，河川環境行政の柱のlつであるけ11の

学習」に関しては，中園地方における分析より，小学校の存在よりも流域連携が大きな役割を果たすこと

が示された
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1. はじめに

1997年の河川法改正に伴い I河川環境の整備と保

全」が目標に取り込まれた.さらに，河川整備基本方針

の策定や流域委員会設置等が示され，河川管理者と地域

住民との連携・協働の必要性が指摘された.法改正後の

取り組みに対する検証において， 4つの施策群のlっとし

て 「地域・市民との連携・協働」が挙げられ1) また，

河川環境行政の方向性の柱として I損なわれた時空間，

川・地域・人をつなぐJ， I拠点から面の管理へひろげ

るJ， I河川環境をさらに学ぶ」が掲げられたみ.つま

り，河川整備基本計画等から個別の整備事業まで，河川

環境の保全や再生が重要で、あり，そのためには地域住民

との連携・協働が必要であると言うことである.これに

対し，アドプト・リバー・プログラム3)のような河川管

理者と住民の協働による環境改善の取り組みも行われて

きている.このような取り組みは住民のニーズ、を反映し

た整備を行うというだけでなく，住民が主体的かっ継続

的に河川環境の保全・再生に関わり，美化や生態系保全

等の活動を行っていく事も意図しているの.

住民との連携・協働の重要性は I住民の力」や 「地

域の力」の活用等とも表現され，社会資本の維持管理分
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野だけでなく，福祉分や農業?等々，数多くの公共政策の

中で「ソーシャル・キャヒ。タル(以下， scと表記)J 
を活用した施策として調われている.scに関しては多
くの定義がなされている.代表的なものとして，

Putnamηは 「調整された諸活動を活発にすることによっ

て社会の効率性を改善できる，信頼，規範，ネットワー

クといった社会組織の特徴」と定義している.稲葉めは

「心の外部性を伴った信頼・規範・ネットワーク」と定

義している.他にも数多くの定義があるが，共通してい

ることは， scとは協調的行動を容易にさせる利他的な
行為や心の外部性を扱うものであるという点である.本

研究における河川環境保全・ 再生活動は利他的な行為と

して考えることができる.

また，財政が逼迫した状況において，維持管理費用の

軽減に資するという点からも， scの活用は有効である.
河道改修等のハード整備は管理者しか行えないが， 日常

的な清掃や自然再生活動等のソフト的維持管理は住民が

主体となって行うことが好ましい.なぜなら，このよう

な住民主体の活動は，河川景観の向上や財政負担の軽減

だけでなく，人と水辺との距離を近づけ，地域の社会的

紐帯を強くすることにも貢献すると考えられるからであ

る.




















